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2019年 4月 10日 

 

報道関係各位 

国 立 大 学 法 人 熊 本 大 学 

大和ハウス工業株式会社 

大和リース株式会社 

 

■熊本大学×大和ハウスグループ 
応急仮設住宅の早期提供を目指した共同研究契約を締結 

 

国立大学法人熊本大学（熊本市、学長：原田信志、以下「熊本大学」）と大和ハウス工業株式会社（本

社：大阪市、社長：芳井敬一、以下「大和ハウス工業」）、大和リース株式会社（本社：大阪市、社長：森

田俊作、以下「大和リース」）は、2019年 4月 10日、応急仮設住宅の早期提供を目指した共同研究契約

※1を締結しました。 

 

BIMを利用した応急仮設住宅の配置計画案の自動作成の流れ（イメージ） 

応急仮設住宅は、被災者に一日でも早く住居を提供することを目的として建設されています。各都道府

県は市町村と連携し、災害発生から応急仮設住宅が被災者に供給されるまでの期間を短縮するために、

事前に建設候補地の選定や建設計画の整備等を実施していますが、災害の規模や様態により、応急仮設

住宅の着工がスムーズに運ばず、災害発生より 20 日※2以上、着工に時間を要する場合があります。 

熊本大学大学院先端科学研究部の大西康伸准教授（以下「大西准教授」）は、平成 28 年熊本地震にお

ける応急仮設住宅団地の計画に携わった担当者にヒアリングするなど、着工までに要する期間を分析し

た結果、建設候補地の調査を含め、約 1 週間は配置計画案の作成や承認に時間を要していることが分か

りました。 
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そこで、大西准教授は、2017 年 6 月より、応急仮設住宅の配置計画案の作成時間を短縮するために、

BIM（ビルディング・インフォメーション・モデリング）※3 を利用した配置計画案の自動作成に関する

研究を開始しました。その後、大和ハウス工業と大和リースが協力し、大西准教授が開発した配置計画案

自動作成プログラムを用いて配置計画案の作成に取り組んだ結果、約 1 時間で応急仮設住宅の配置計画

案を作成することが可能であることがわかりました。 

そしてこのたび、3 者は配置計画案だけではなく、応急仮設住宅の供給に必要な全過程（計画、生産、

施工等）に BIMの機能を利活用することで、さらなる工期の短縮化を図ることが、円滑かつ迅速な応急

仮設住宅の建設につながると考え、共同研究契約を締結することとなりました。 

※1．2019年 4月 1日～2021年 3月 31日の期間。 

※2．災害救助法に定める期間。 

※3．建物の 3次元モデル技術。建物の設計、施工、維持管理までのライフサイクル全体で設計情報を活用する手法。 

 

■共同研究契約の概要 

 ・応急仮設住宅の配置計画および設計作業を省力化し、早期提供を実現させるための研究 

 ・応急仮設住宅を 3次元で見える化し、ご入居者や行政、施工者に完成イメージを共有する研究 

・応急仮設住宅のメンテナンスに、BIMを利活用することの研究 

 

 

 

 

作成期間 

約 1週間 

 

 

↓ 

 

 

 

 

作成期間 

約 1時間 
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 BIMを利用した応急仮設住宅の配置計画案の自動作成の操作画面 

 

 

自動作成した配置計画案の 3D外観パース 

以  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

熊本大学 大学院先端科学研究部 

大西康伸（大西研究室）   096-342-3590 

大和ハウス工業株式会社 広報企画室  

      東京広報グループ      03-5214-2112 

広報グループ        06-6342-1381 

    大和リース株式会社 広報宣伝部  06-6942-8068 


